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避難確保計画とは

近年の集中豪雨の増加に伴い、全国各地で水害・土砂災害が頻発しており、特に、社会福祉施設、
学校、医療施設などの、防災上の配慮を要する方が利用する施設（以下、「要配慮者利用施設」
という。）について、逃げ遅れによる被害などが発生しました。
（平成28年台風10号での岩手県岩泉町高齢者施設における浸水被害等）

背景

平成29年6月に「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（以下、土
砂災害防止法と略す。）」が改正。改正により、土砂災害警戒区域内に位置し、市町村の地域防災計
画に名称及び所在地が定められた「要配慮者利用施設」の所有者または管理者に対し、土砂災害に対
する防災体制や訓練の実施に関する事項を定めた「避難確保計画」の作成等が義務付けられました。



法改正により義務付けされた内容

①避難確保計画の作成
②計画に基づく避難訓練の実施
③避難確保作成（変更）の市町村長への報告

①防災体制に関する事項（従業員等の職務分担や指揮命令系統など）
②避難の誘導に関する事項（避難先、避難経路、避難誘導方法など）
③避難の確保を図るための施設の整備に関する事項（情報収集・伝達や避難誘導に使用する施設・資機材など）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
④防災教育及び訓練の実施に関する事項

避難確保計画に定めるべき事項



避難確保計画の作成が必要な施設

〔社会福祉施設〕
・老人福祉施設
・有料老人ホーム
・認知症対応型老人共同生活援助事業
　の用に供する施設
・身体障害者社会参加支援施設
・障害者支援施設
・地域活動支援センター
・福祉ホーム
・障害福祉サービス事業の用に供する施設

土砂災害防止法第8条第1項第4号に基づき、宮崎市地域防災計画にその施設の名
称及び所在地が定められた要配慮者利用施設

〔学校〕
・幼稚園
・小学校
・中学校
・義務教育学校
・高等学校
・中等教育学校
・特別支援学校
・高等専門学校
・専修学校　　など

社会福祉施設、学校、医療施設その他の主として防災上の配慮を要する者が利用する施設

・保護施設
・児童福祉施設
・障害児通所支援事業の用に供する施設
・児童自立生活援助事業の用に供する施設
・放課後児童健全育成事業の用に供する施設
・子育て短期支援事業の用に供する施設
・一時預かり事業の用に供する施設
・児童相談所
・母子・父子福祉施設
・母子健康包括支援センター　　など

〔医療施設〕
・病院
・診療所
・助産所　　など

要配慮者利用施設

施設の例



5

土砂災害警戒区域の確認



避難確保計画の作成方法・様式について

宮崎市ホームページ
　→くらし・手続き
　　→消防・防災
　　　→災害に備える
　　　　→要配慮者利用施設における避難確保計画の
　　　　　　作成等の義務化について

　市ＨＰ掲載場所

避難確保計画の様式のダウンロードや、作成方
法の確認については、
宮崎市ホームページから確認できます。

雛型を参考に作成してください。



表紙、1 計画の目的・2 防災体制
１　計画の目的

○要配慮者利用施設の災害時におけ
る確実な避難の確保を図る。

○表紙には、避難確保計画の対象と
なる災害、施設名及び計画の作成
年月日を記載してください。

２　防災体制 
○防災体制は、「注意体制」、「警戒体制」及び
「非常体制」の３段階で設定します。これらの
防災体制を確立する判断基準には、気象情報、
河川の洪水予報や水位到達情報、土砂災害
警戒情報に加え、施設周辺の現地情報等を活
用します。 
① 注意体制：気象情報等の情報収集の段階
 
② 警戒体制：避難の準備を行う段階及び施設
　　　　　　　　　利用者の避難行動を開始して
　　　　　　　　　完了させる段階
 
③ 非常体制：施設全体の避難行動を完了
　　　　　　　　　する段階（逃げ遅れた場合は屋
　　　　　　　　　内安全確保を行う段階）



３ 組織の編成と任務 ４ 緊急連絡網
３　組織の編成と任務

① 各班の業務内容を記載してください。
 

４．緊急連絡網

①施設管理者から従業員を含めた施設関係者の緊急連絡網を作成してください。 

②施設利用者の保護者や家族への緊急連絡網を作成してください。

③連絡先の更新を定期的に行ってください。

【留意事項】
●メール等を利用した連絡方法も確立しておいてください。
●連絡がつかない場合の連絡方法についても考慮してください。



５ 緊急連絡先一覧 ６情報収集
５　外部機関等への緊急連絡先一覧表 

○市役所、消防署、警察署等の関係先と共有し、災害の危険
性が高まった際の連絡先を明確にするために、「外部機関等
への緊急連絡先一覧表」を準備しておくことが重要です。

６　情報収集・伝達

○情報収集は、水害に対する警戒避難体制をとるための重要な役割です。
あらかじめ、収集する情報と入手手段を確認しておきましょう。
 
○情報収集の担当者は、気象情報や災害情報等、テレビ、ラジオ、インター
ネットのほか、ＳＮＳ等を活用して積極的に情報収集することが重要です。

○災害時には「施設内緊急連絡網」に基づき、気象情報、洪水予報等の情
報を施設内関係者間で共有します。



７ 避難誘導

７　避難誘導

○避難場所、避難方法、避難経路及び移動手段を記載してください。 
 
○土砂災害の発生のおそれがある場合に、迅速かつ適切に避難行動を行う
ためには、次の３つの項目について、あらかじめ決めておくことが重要です。
 
①避難場所（安全な場所はどこか） 
② 避難基準（いつ、どのような情報をもとに、避難を開始するのか） 
③ 避難方法（どのような方法で避難するのか）

○土砂災害警戒区域等外に位置する系列施設等への避難（水平避難）、最
寄りの指定避難所等への避難（水平避難）、施設の上階等への屋内安全確
保（垂直避難）を検討して設定します。

○避難場所の候補施設は、状況に応じて避難場所を選択できるように、複
数の避難場所を検討しておく必要があります。



【施設周辺の避難経路】
●作成の手順

① 土砂災害ハザードマップで自施設の位置を確認し、目立つようにマジック等で印を
つけてください。
 
② 自施設周辺の土砂災害警戒区域等の危険な場所を確認してください。
 
③ 避難場所を確認し、その場所がわかるようにマジック等で印をつけてください。
 
④ 自施設から避難場所までの経路をマジック等でマップ上に書き込んでください。

●作成の留意点

①施設から避難場所までの区間で、浸水想定区域や土砂災害警戒区域、道路の冠
水箇所等を避けて、災害リスクの少ない避難経路を設定しましょう。 

②ハザードマップに標記のない地域の危険な場所（道幅が狭い、道路浸水箇所な
ど）も地図に書き込むことが重要です。



８ 施設の整備 ９-10 教育・訓練の実施

８　避難の確保を図るための施設の整備

○情報収集・伝達及び避難誘導の際に使用する資器材等には、テレビや携
帯電話等の情報収集・伝達資器材があります。
 
○施設内の一時避難に備えて、水や食料等の備蓄、衛生器具、医薬品等を
備えておくことが有効です。

○資器材は、利用者の特性等を踏まえ、施設の避難に必要なものを記載し
て下さい。

９-１０　防災教育及び訓練の実施

○新規採用の職員を対象に研修を実施しましょう。 

○全施設職員を対象として、情報収集・伝達及び避難誘導に関する訓練を
実施しましょう。 


